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背景・目的

下水道運営が困難

人口減少 自治体財政の悪化 高齢化社会

本研究目的：人口減少を考慮した下水道事業の将来予測

下水道の料金収入減少 下水道接続費用が支払えず、
下水道接続率の低下

・財政シミュレーションにより将来の境港市の下水道会計を分析
・整備方法・下水道料金の変更による影響を分析

行政側

・境港市における地区間・世代間の下水道事業による便益格差の把握
・整備方法・下水道料金の変更による住民便益への影響を分析

住民側

（費用）

（便益）

・総人口36,771人
・下水道普及率 43.2%（Ｈ１９年４月）
全国平均 69.3%(H18年)

研究対象：鳥取県境港市
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社会情勢

整備方法変更は従来行わ
れてきた整備方法が年間の
工事量が少なく、人口減少
に即している

整備方法の変更による検討

現状の将来予測：従来の整備・料金1.2万円/年・人

整備方法の変更による検討

下水道事業促進措置が難しい

単位（万円） 従来の整備 新しい整備 整備速度2倍
下水道料金収入 1,544,116 1,565,001 1,681,975
公債費 3,356,383 3,361,715 3,570,557

一般会計繰入金 4,920,822 4,931,505 5,150,468
利用可能一般会計額 75,449,178 75,438,496 75,219,532

総収入 3,029,951 3,054,757 3,325,292
総支出 7,950,772 7,986,262 8,475,760

総収入－総支出 -4,920,822 -4,931,505 -5,150,468
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料金を値上げするほど収支の
差が回復され、自治体負担が
少ない

下水道料金の変更による検討

表１．各下水道会計の総額（2004年－2060年）

研究方法：財政シミュレーション
財政シミュレーション財政シミュレーション財政シミュレーション財政シミュレーション

従来の整備 新しい整備 整備速度2倍

・料金：5年5%増
・料金：5年10%増
・料金：維持管理費/接続人口
・料金：基準外繰入金/接続人口
・料金3.6万円/年・人

※従来の整備同様

料金変更による検討

整備方法変更による検討

評価方法 ・下水道会計の2004年－2060年の総額

※1 人口密度の高い地区からの整備
※2 従来の整備の2倍速での整備

※1 ※2

料金：1.2万円/年・人

値上げ

研究方法：便益計算

基準外繰入金（財政シミュレーション結果）

損失便益損失便益損失便益損失便益－（各年度基準外繰入金/各年度総人口）

下水道便益下水道便益下水道便益下水道便益：8.62万円

下水道接続住民下水道接続住民下水道接続住民下水道接続住民=損失便益＋下水道便益
下水道未接続住民下水道未接続住民下水道未接続住民下水道未接続住民=損失便益

従来の整備 新しい整備 整備速度2倍

料金：1.2万円/年・人
整備方法変更による検討

結果：地区別・世代別便益
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余子地区(2009年使用開始）

現状の将来予測：従来の整備・料金1.2万円/年・人

図4．現行の地区別・世代別総合便益

下水道事業による便益差
最大で521万円

整備方法の変更による検討
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便益格差面積 総面積 ジニ係数
従来の整備 132433538408 341793275803 0.3875

整備速度２倍の計画が下水道便益を早く受ける
ことができるため、便益格差が少ない

表2．各整備方法によるジニ係数

図３．各料金設定による総収入－総支出

・料金：5年5%増
・料金：5年10%増
・料金：維持管理費/接続人口
・料金3.6万円/年・人

※従来の整備同様

料金変更による検討

・所得などの不平等度を表す際に使用
・０～１の値をとり、０に近づくほど所得格差が減少

評価方法：ジニ係数

累積人数（人）
従来の整備 132433538408 341793275803 0.3875
新しい整備 131453342922 346635639635 0.3792
整備速度2倍 128721574862 372438403191 0.3456

（従）維持管理費

（従）3.6万円

（2倍）維持管理費

（従）1.2万円
（従）5年5％増

（従）5年10％増

（2倍）1.2万円

（2倍）5年5％増
（2倍）5年10％増

（2倍）3.6万円
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下水道料金の変更による検討

料金を値上げすることで下水道未接
続住民の便益低下が回復することに
より便益格差が解消される

図6..整備方法・料金変更による住民便益への影響

図5.便益格差
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図2．総収入・総支出推移

下水道料金設定が低いため、収入が支出を上回ることはない

現状の将来予測：従来の整備・料金1.2万円/年・人

結果：財政シミュレーション

結論
人口減少に即した、年間の工事量が少ない従来行われてきた整備計画にて、
料金を値上げした場合が事業費がかからない
例外）料金3.6万円/年・人に関しては料金収入が高いため、整備を早めた場合がよい

自治体財政

下水道便益を早く住民に提供できる整備を早めた計画にて、
料金を値上げすることで住民の便益格差が減少される

住民便益

総合評価

本研究の検討ケースでは従来の整備方法の２倍速での整備計画において
料金3.6万円/年・人のケースが最も費用・便益の面において最適


